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平成２０年度決算の総括 

 

１ 当初予算の編成方針 

（１）行政改革の推進 

    新行政改革推進計画及び財政健全化プランに基づき、これまで以上

に創意工夫を凝らし、「最大限の財源確保」と「徹底した事務事業の

見直し」を行い、改善策などについては、可能な限り予算に反映させ

る。 

（２）第２次５か年計画の推進 

    第２次５か年計画については、計画事業の見直しを踏まえ、緊急性・

有効性などから事業の厳選を行った上で、計画事業の着実な推進を図

る。 

 

２ 予算執行の基本的な考え方 

    職員一人ひとりが創意と工夫をもって、市税等の歳入確保に万全を期

すとともに、歳出においても、「最少の経費で最大の効果をあげる」こ

とを念頭に、適正かつ計画的な予算執行に努める。 

 

３ 平成２０年度決算の特徴 

 平成２０年度決算は、歳入面では、市税収入が前年度をわずかに上回

り、４年連続の増収となったものの、投資的経費が減少したことなどに

伴い、市債や国庫支出金が大幅に減となったことから、歳入総額は前年

度に比較し、１０．２％の減少となった。 

  また、歳出面でも、公債費が増加したものの、投資的経費が大幅に減

少したことなどにより、歳出総額は前年度に比較し、９．６％の減少と

なった。 

 なお、実質収支額は３億７０百万円となり、前年度を６４百万円上回

るものの、引き続き厳しい財政状況となった。  

 

（１）歳 入 

 

① 市税収入が４年連続して増収          ４億２９百万円 

 

 

 

 

区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

収入済額(百万円) 156,950 163,575 167,705 177,785 178,214

対前年度伸率（％） △ 1.6 4.2 2.5 6.0 0.2

徴収率（％） 88.3 88.7 90.3 91.4 92.0
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② 市債・国庫支出金の減収 

 

  ・市債                 △２９７億７８百万円 

  ・国庫支出金              △ ５７億１５百万円 

   

    

（２）歳 出 

 

① 義務的経費は公債費などの増により増加    ２８億５６百万円 

 

   ② 投資的経費は補助・単独事業費とも減少  △３５４億７７百万円 

    

③ その他の経費は物件費などの減により減少 △ １５億４４百万円 
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平成２０年度決算状況について 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　平成20年度決算規模

（単位：百万円）

323,398 322,199 1,199 829 370

289,861 290,780 △ 919 36 △ 955

60,222 70,926 △ 10,704

673,481 683,905

　※特別会計（国保会計）の収支不足は、平成21年度からの繰上充用により対応した。

　※企業３会計の形式収支のマイナスは内部留保資金等で補てん

＜参　考＞ （単位：百万円）

326,019 324,704 1,315 949 366

２　一般会計

（単位：百万円）

平成２０年度 平成１９年度 増減額 増減率(%)

357,024 380,449 △ 23,425 △ 6.2

323,398 359,935 △ 36,537 △ 10.2

322,199 356,364 △ 34,165 △ 9.6

1,199 3,571 △ 2,372 △ 66.4

829 3,265 △ 2,436 △ 74.6

370 306 64 21.0

翌年度へ
繰り越す
べき財源

実質収支

一般会計

特別会計（１５会計）

区 分 歳 入 歳 出
形式収支

（差引額）

合 計

企業会計（３会計）

区 分 歳 入 歳 出
形式収支

（差引額）

歳出決算額  　 (B)

形式収支 (A)-(B)=(C)

翌年度へ繰り越すべき財源(D)

実質収支    (C)-(D)

翌年度へ
繰り越す
べき財源

実質収支

普通会計

区 分

予算現額

歳入決算額     (A)
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（１）歳 入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈増減の主な理由〉 

                    単位：百万円、（ ）は対前年度増減額及び増減率 

 自主財源 

◎ 市    税  ※徴収率 92.0%（H19:91.4%） 

・個人市民税  66,929( 1,631、＋ 2.5%) 

・法人市民税   21,257(△2,495、△10.5%) 

・固定資産税  65,981(    864、＋ 1.3%) 

◎ 諸 収 入 

・中小企業金融対策預託金収入        16,000(   3,900) 

◎ 繰 入 金 

・緑と水辺の基金繰入金                 300(△ 2,218)  

  

 依存財源 

 ◎ 市  債 

・科学館整備事業費               －(△ 7,687) 

・道路橋りょう債               5,130(△ 6,563) 

・高等学校改築事業債                     285(△ 3,409) 

・子ども交流館・子育て支援館整備事業債       －(△ 2,503) 

  ◎ 国庫支出金 

・まちづくり交付金収入                 719(△ 2,816) 

・学校校舎買収事業費収入                     －(△ 1,127) 

 ◎ 地方特例交付金 

  ・地方特例交付金                 1,104(     744) 

  ・地方税等減収補てん臨時交付金            328(  皆増) 

 

増減額 増減率(%)

構成比(%) 構成比(%)

220,003 68.0 219,997 61.1 6 0.0

市税 178,214 55.1 177,785 49.4 429 0.2

諸収入 23,683 7.3 20,745 5.8 2,938 14.2

使用料・手数料 8,143 2.5 8,225 2.3 △ 82 △ 1.0

繰入金 2,449 0.8 6,143 1.7 △ 3,694 △ 60.1

その他 7,514 2.3 7,099 1.9 415 5.8

103,395 32.0 139,938 38.9 △ 36,543 △ 26.1

市債 40,253 12.4 70,031 19.5 △ 29,778 △ 42.5

国庫支出金 33,457 10.3 39,173 10.9 △ 5,715 △ 14.6

地方消費税交付金 8,546 2.6 9,177 2.6 △ 631 △ 6.9

地方譲与税 2,805 0.9 2,937 0.8 △ 132 △ 4.5

地方特例交付金 2,240 0.7 1,168 0.3 1,072 91.8

その他 16,094 5.1 17,452 4.8 △ 1,358 △ 7.8

323,398 100.0 359,935 100.0 △ 36,537 △ 10.2

依存財源

平成２０年度
区 分

自主財源

平成１９年度

合 計

（単位：百万円）
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（２）歳 出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈増減の主な理由〉  

単位：百万円、（ ）は対前年度増減額 

◎ 民 生 費 

・老人保健医療特別会計繰出金        273(△ 2,824) 

・子ども交流館整備費             －(△ 2,603) 

・保健福祉センター整備事業費      194(△ 1,267) 

・老人医療費助成事業費           65(△   576) 

・後期高齢者医療県広域連合負担金   3,385(  皆増) 

 

◎ 土 木 費 

・道路新設改良費           2,480(△ 3,097) 

・千葉市住宅供給公社貸付金            －(△ 2,030) 

・中央第六地区市街地再開発事業費     －(△ 1,562) 

・都市再生総合整備事業費               3(△ 1,173) 

・自転車駐車場用地取得事業費            －(△  990) 

 

◎ 教 育 費 

・科学館整備事業費              －(△ 8,567) 

・小・中学校校舎等買収事業費     2,794(△ 5,275) 

・高等学校校舎等建設事業費           492(△ 3,390) 

 

◎ 衛 生 費 

・健康審査事業費                 92(△ 1,475) 

・保健福祉センター整備事業費       194(△ 1,039) 

・最終処分場跡地周辺整備事業費     359(△   996) 

 

 ◎ 諸支出金 

  ・市債管理基金借入金償還元金  予算 2,000 → 決算 0 

〈　目　的　別　〉

増減額 増減率(%)

構成比(%) 構成比(%)

89,657 27.8 90,794 25.5 △ 1,137 △ 1.3

55,193 17.1 69,540 19.5 △ 14,347 △ 20.6

50,519 15.7 47,655 13.4 2,864 6.0

32,688 10.1 32,050 9.0 638 2.0

30,864 9.6 47,347 13.3 △ 16,483 △ 34.8

28,096 8.7 34,982 9.8 △ 6,886 △ 19.7

35,182 11.0 33,996 9.5 1,186 3.5

322,199 100.0 356,364 100.0 △ 34,165 △ 9.6合      計

教　　 育 　　費

総　 　務　 　費

土　 　木　 　費

（単位：百万円）

平成２０年度

衛　　 生 　　費

そ　 　の　　 他

平成１９年度
区 分

民　 　生 　　費

公　 　債　 　費
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〈増減の主な理由〉  

単位：百万円、（ ）は対前年度増減額 

 ◎ 義務的経費 

・人件費 

職員給与             51,633(△   555) 

退職手当               9,135(△   285) 

    ・扶助費 

生活保護費                20,629(     348) 

児童手当支給扶助費        6,228(    244) 

   ・公債費 

    償還元金                     38,237(   2,500) 

      

◎ 投資的経費 

補助事業費 

・科学館整備事業費                 －(△ 3,819) 

・小学校校舎等買収事業費         －(△ 3,098) 

単独事業費 

・科学館整備事業費                  －(△ 4,749) 

・高等学校校舎改築事業費            492(△ 3,390) 

・保健福祉センター整備事業費         388(△ 2,213) 

 

 ◎ その他の経費 

    物件費 

・健康診査事業費                    66(△ 1,497) 

    投資・出資・貸付金 

  ・中小企業資金融資預託貸付金        16,000(   3,900) 

  ・千葉市住宅供給公社貸付金        －(△ 2,030) 

〈　性　質　別　〉

増減額 増減率(%)

構成比(%) 構成比(%)

167,553 52.0 164,697 46.2 2,856 1.7

人件費 63,535 19.7 64,447 18.1 △ 912 △ 1.4

扶助費 53,823 16.7 52,999 14.9 824 1.6

公債費 50,195 15.6 47,251 13.2 2,944 6.2

43,100 13.4 78,577 22.1 △ 35,477 △ 45.1

補助事業費 13,146 4.1 27,534 7.8 △ 14,388 △ 52.3

単独事業費 29,954 9.3 51,043 14.3 △ 21,089 △ 41.3

111,546 34.6 113,090 31.7 △ 1,544 △ 1.4

物件費 39,127 12.1 41,462 11.6 △ 2,335 △ 5.6

補助費等 26,078 8.1 26,497 7.4 △ 419 △ 1.6

繰出金 21,623 6.7 21,638 6.1 △ 15 △ 0.1

投資･出資･貸付金 16,608 5.2 14,435 4.1 2,173 15.1

その他 8,110 2.5 9,058 2.5 △ 948 △ 10.5

322,199 100.0 356,364 100.0 △ 34,165 △ 9.6

平成２０年度

（単位：百万円）

義務的経費

投資的経費

合 計

その他の経費

平成１９年度
区 分
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３ 特別会計（歳出決算額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈主な事業〉 

単位：百万円、（ ）は対前年度増減 

（１）国民健康保険  

 ◎ 保険給付費                     52,893(      773) 

医療給付費件数              3,690 千件(33 千件、0.9％増) 

 

（２）介護保険 

 ◎ 保険給付費           34,325(    1,965) 

    給付費件数            668 千件(51 千件、8.3％増) 

  認定者数                    26,028 人(1,359 人、5.5％増） 

 

（３）後期高齢者医療  

 ◎ 後期高齢者医療広域連合納付金  5,752(   皆増) 

    被保険者数          67,122 人(67,222 人、皆増) 

 

（４）公債管理 

 ◎ 元金             101,822(    9,949) 

 ◎ 利子              20,907(△    19) 

 ◎ 市債管理基金費                 13,780(    4,332) 

平成２０年度 平成１９年度 増減額 増減率(%)

80,913 80,620 293 0.4

4,840 44,892 △ 40,052 △ 89.2

37,508 34,867 2,641 7.6

5,752 － 5,752 皆増

240 282 △ 42 △ 14.9

649 645 4 0.6

430 732 △ 302 △ 41.3

15,290 15,543 △ 253 △ 1.6

1,283 1,126 157 13.9

737 1,206 △ 469 △ 38.9

2,242 2,404 △ 162 △ 6.7

1,386 1,462 △ 76 △ 5.2

878 2,404 △ 1,526 △ 63.5

2,110 2,104 6 0.3

136,522 122,308 14,214 11.6

290,780 310,595 △ 19,815 △ 6.4

18,133 18,961 △ 828 △ 4.4

48,520 48,494 26 0.1

4,274 4,242 32 0.8

70,926 71,698 △ 772 △ 1.1

後期高齢者医療

病 院

下 水 道

水 道

計

競輪

中央卸売市場

都市計画土地区画整理

※各会計毎に表示単位未満を四捨五入してあるので合計と一致しない場合がある

公債管理

国民健康保険

老人保健医療

計

動物公園

公共用地取得

学校給食センター

市街地再開発

母子寡婦福祉資金貸付

霊園

農業集落排水

介護保険

会 計

（単位：百万円）
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平成２０年度健全化判断比率等について 

 １ 健全化判断比率 

  

  

(１) 実質赤字比率 ⇒ 一般会計等の実質収支における赤字額等の標準財政規模に対する割合 

    対象会計：一般会計等 

        （一般会計、母子寡婦福祉資金貸付事業、霊園事業、都市計画土地区画整理事業、市街地 

         再開発事業、公共用地取得事業、学校給食センター事業、公債管理） 

       算 定 式：一般会計等実質赤字額／標準財政規模 

    係  数： △366 百万円 

 199,277 百万円  

       算定結果：一般会計等の実質収支は昨年度に引き続き黒字となったことから赤字比率は発生しない。 

 

 (２) 連結実質赤字比率 ⇒ 全会計の実質赤字額の標準財政規模に対する割合 

    対象会計：全 19 会計 

    算 定 式：連結実質赤字額／標準財政規模 

         連結実質赤字額：（実質赤字額＋企業会計資金不足額）－（実質黒字額＋企業会計資金 

                                   剰余額） 

        係  数： △4,982 百万円 

 199,277 百万円   

    算定結果：全会計の実質収支及び資金剰余額の合計は昨年度に引き続き黒字となったことから、 

         赤字比率は発生しない。 

（単位：％）

実質赤字比率
連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

将来負担比率

平 成 20 年 度 － － 20.1 309.6

平 成 19 年 度 － － 19.6 311.6

－ － 0.5 △ 2.0

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 400.0

財 政 再 生 基 準 20.00 40.00 35.0

区 分

増 減

＝ △0.18％ （黒字のためハイフン表示） 

＝ △2.50% （黒字のためハイフン表示） 
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(３) 実質公債費比率 ⇒ 公債費等の標準財政規模に対する割合 

    対象会計：公債費等の償還を有する会計 

        （一般会計、都市計画土地区画整理事業、市街地再開発事業、公共用地取得事業、公債 

         管理、農業集落排水事業、中央卸売市場事業、動物公園事業、病院事業、下水道事業、 

         水道事業） 

    算 定 式：元利償還金＋準元利償還金－特定財源－交付税算入公債費 

      標準財政規模－交付税算入公債費      

                  準元利償還金：企業会計の元利償還金に対する繰出金や債務負担行為の償還金など 

    係  数：37,306 百万円＋39,230 百万円－12,616 百万円－28,180 百万円 

               199,277 百万円－28,180 百万円  

         ＝ 20.89％（20 年度単年度） 

         ３か年平均：（18 年度＋19 年度＋20 年度）／３ ＝ （19.28％＋20.26％＋ 

20.89％）／３ ＝ 20.1％（小数点以下第２位切捨て） 

    算定結果：準元利償還金の増（満期一括積立相当額・公債費に準じる債務負担行為）等により、単

年度比率は 19 年度に比べ約 0.63 ポイント増加し、３か年平均では 20.1％となった。 

  

(４) 将来負担比率 ⇒ 全会計と関係団体の将来負担債務の標準財政規模に対する割合 

    対  象：全 19 会計、土地開発公社、都市整備公社、千葉県まちづくり公社 

    算 定 式：（将来負担額－充当可能財源等）／（標準財政規模－交付税算入公債費） 

    係  数： 1,131,410 百万円―601,672 百万円    

199,277 百万円―28,180 百万円 

    算定結果： 将来負担額の減（公営企業債元金償還繰出金、土地開発公社負債額等）及び充当可能

財源の増（基金、都市計画税等）により実質的な将来負担額が減少したことから、将来

負担比率は 2.0 ポイント減少し、309.6%となった。 

の３か年平均 

＝ 309.6％ 



２　資金不足比率

○　資金不足比率　⇒　公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に対する割合

算定式

資金の不足額

事業の規模

　　　・資金の不足額（法適用）　：流動負債－控除未払金等－流動資産

　　　　　　　　　　（法非適用）：繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額

　　　・事業の規模　（法適用）　：営業収益の額－受託工事収益の額

　　　　　　　　　　（法非適用）：営業収益に相当する収入額－受託工事収益に相当する収入額

会計毎の状況

    対象となる６会計全てで資金不足は生じないため、資金不足比率は発生しない（黒字のためハイフン表示）

    資金不足比率    　 ＝

（単位：％）

病院事業 下水道事業 水道事業
農業集落
排水事業

中央卸売
市場事業

動物公園事業

平 成 20 年 度 -      -      -      -      -      -      

平 成 19 年 度 -      -      -      -      -      -      

経営健全化基準

区　分

法適用 法非適用

20.00

法適用 （単位：千円）

-          △ 2,610,618 1,405,797 0 4,016,415 11,146,520

-          △ 1,640,542 3,447,454 226,600 4,861,396 21,629,320

-          △ 1,399,761 2,776,830 0 4,176,591 1,168,899

法非適用

-         0 0 0 54,429

-         0 0 0 509,868

-         0 0 0 398,872動 物 公 園 事 業

控除
未払金等 b

流動資産 c

資金不足額
a+b
c 繰上充用額 a

農業集落排水事業

中央卸売市場事業

支払繰延額等
b

病 院 事 業

下 水 道 事 業

資金不足比率
d/e（％）

資金不足額
a-b-c

d

事業の規模
d

資金不足比率
c/d（％）

事業の規模
e

水 道 事 業

流動負債 a
会　計

会　計
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（参考資料）

決算における財政指標等(普通会計)

20年度 19年度 前年度比較

実質収支　　（単位：百万円）   366 304 62

標準財政規模（単位：百万円）   199,277 199,771 △ 494

財政力指数 1.022 1.004 0.018

実質収支比率 0.2% 0.2% 0.0%

経常収支比率 96.3% 96.5% △ 0.2%

起債制限比率 16.4% 15.7% 0.7%

基金残高の状況 （単位：百万円）

20年度末 19年度末 前年度比較

42,458 34,191 8,267

財政調整基金 709 773 △ 64

市債管理基金 30,389 22,152 8,237

うち満期一括分 30,386 22,149 8,237

うち現金 17,186 10,449 6,737

うち債権等 13,200 11,700 1,500

市債残高 （単位：百万円）

19年度末現在高 20年度発行額 20年度償還額 20年度末現在高

721,378 40,253 38,237 723,394

36,766 58,713 58,738 36,741

320,887 12,949 13,083 320,753

1,079,031 111,915 110,058 1,080,888

734,599 41,608 39,002 737,205

区　分

一般会計

特別会計

普通会計

企業会計

計

区　　　　　分

全基金残高（13基金）

区　　　　　分

（再掲）

主

な

基

金
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市税等の収納状況

（単位：百万円）

H20 H19

市税 181,000 193,688 92.0 91.4

対予算 98.5%

89,419 95,253 92.6 92.6

対予算 98.6%

67,479 72,573 90.9 89.5

対予算 97.8%

24,102 25,862 93.0 91.9

対予算 99.8%

23,837 29,283 71.4 76.3

対予算 87.7%

1,960 2,151 76.7 74.1

対予算 84.2%

13,506 15,440 86.9 86.8

対予算 99.4%

3,011 3,152 92.6 92.3

対予算 96.9%

※収入済額には、還付未済額を含む。

※下水道使用料は企業会計のため、3月末時点の収納状況。5月末時点は、以下のとおり。

13,506 15,440 93.9 93.7

対予算 107.4%

保育料
2,919 20 213

住宅
使用料

1,650 47 455

下水道
使用料

13,424 117 1,900

その他
24,047 310 1,505

国民健康
保険料

20,905 1,359 7,042

市民税
88,186 649 6,507

固定
資産税

65,981 1,024 5,570

不納欠損額 収入未済額

178,214 1,983 13,582

下水道
使用料

14,501 117 822

区 分 予算現額 調 定 額 収 入 済 額

   対調定
   収納率 (%)
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